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1. はじめに

　同時多発火災時の焼失被害を低減するために

は，火災現場の位置や建物属性を正確に把握し，

大規模延焼が予想される火災から優先的に消火

することが重要となる．そこで筆者らは，東京

都 23 区を対象とした延焼シミュレーションシ

ステムを構築し，建物単位の延焼危険性指標（延

焼ポテンシャル）を提案した．さらに，延焼ポ

テンシャルを消防隊の出場先決定に応用した際

の焼失棟数低減効果を，シミュレーション実験

により検証した（廣川・大佛，2015；Hirokawa 

and Osaragi，2016）．

　本稿では，延焼シミュレーションシステムに

改良を加え，東京都全域の延焼危険性について

分析を行う．さらに，出火していると通報され

た建物と実際の出火建物の位置にずれがある場

合の影響についても分析を行い，効果的な出場

先決定方法について検討する．
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図 -1　延焼限界距離による隣棟の定義

2. 延焼シミュレーションシステムの改良

2.1　延焼シミュレーションシステムの概要

　着火した建物から直接延焼する可能性のある

建物群を，延焼限界距離と近傍探索の手法を用

いて抽出する．延焼限界距離には，風向や風速，

複数棟からの受熱が考慮されていないため，本

稿では，延焼限界距離を 1.5 倍した値を用いる

ことで，焼失棟数が過小推定される可能性を回

避する（図 -1）．次に，東京消防庁（2001）に

よる延焼速度式を用いて延焼の判定を行う．こ

れにより，延焼限界距離以内に存在する建物で

あっても，風向等の影響により隣棟に延焼しな

い場合を表現できる．

2.2　延焼ポテンシャルの概要

　延焼ポテンシャルを，あるひとつの建物 Bi

が出火し，放任火災となった際の，最終的な焼



失棟数と定義する．すなわち，ある建物 Bi の

延焼ポテンシャルは，延焼シミュレーションに

おいて建物 Bi から出火させ，延焼したすべて

の建物の数をカウントすることで推定できる．

ただし，分析を容易にするため，ここでは建物

の圧壊が延焼に及ぼす影響は考慮していない．

3. 消防隊の出場先決定への応用

3.1　シミュレーションの想定

　東京都（2012）を参考に，出火時刻は，出火

件数が最も多いとされる冬の夕刻とし，風向・

風速は北風 8m/sec とする．また，地盤特性や

市街地性状の影響をわかりやすくするために，

特定の震源ではなく，工学的基盤に一律 30cm/

sec の地震波が到来することを想定する（東京

都，2013）．これは，各建物の直下で大地震が

発生する状況を想定したものであり，焼失被害

の上限と考えることができる．

3.2　延焼ポテンシャルに基づく出場先決定

　東京都内の全建物（2,784,123 棟注 1)）を対象

に，延焼ポテンシャルを推定し，図 -2 に示し

てある．限られた消防力を最大限に活用するた

め，延焼ポテンシャルに基づく出場先決定方法

について検討する．まずは，出場先決定の違い

による影響を把握することを目的とし，すべて

の出火建物の情報が，発災後，逐次入手される

ことを仮定する．消防隊は，自身の所属する管

轄内の出火建物 1 棟のみに出場するものとし，

出場可能隊数はポンプ車台数とする．ここで

は，通報順に出場した場合（case1）と，延焼

ポテンシャルの高い建物から順に出場した場合

（case2）について，各々 1000 種類の異なる出

火建物パターンを想定したシミュレーション実

験を行い，最終的な焼失棟数を比較分析する．

3.3　焼失棟数の低減効果

　通報順に出場した場合（case1），全体の 50％

の管轄（41 管轄）で，平均焼失棟数が 900 棟

以上となるのに対し，延焼ポテンシャルの高

図 -2　延焼ポテンシャルの空間分布

図 -4　消防隊の出場先決定への応用

図 -3　延焼ポテンシャルの焼失棟数低減効果

い建物から順に出場した場合（case2）は，200

棟程度にまで低減できる（図 -3(a)）．最大焼失

棟数についても，case1 では，全体の 50％の管

轄（41 管轄）で 2600 棟以上焼失するのに対し，

case2 では，これを 1000 棟程度に低減できる（図

-3(b)）．この結果は，出場が遅れるとしても，

情報収集等により出火建物を正確に把握した上

で出場先を決定する方が，最終的な被害を大き

く低減できる可能性を示唆している．一方，延

焼ポテンシャルに基づき出場した場合であって
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も，23 区西部では，平均 2000 棟以上焼失する

可能性がある（図 -4）．こうした地域では，消

防力強化や，担当管轄の見直し，不燃化推進等

が必要であるといえる．

4. 位置情報誤差を伴う場合の出場先決定方法

4.1　位置情報誤差が焼失棟数へ及ぼす影響

　大地震時の混乱した状況下では，入手した情

報がすべて正確とは限らない．そこで，実際の

出火建物と通報された建物（通報建物）の位置

がずれていた場合（case3）の影響について検

討する（図 -5）．

　出火建物と通報建物の間の位置情報のずれ

幅（位置情報誤差）が 10m 注 2) の場合，区部で

は，平均焼失棟数が 200 棟以上増加する地域が

あるのに対し，市部では，ほぼすべての地域で

20 棟以下の増加となっている（図 -6(a)）．これ

は，建物密度（単位面積当たりの建物数）の差

異によると考えられる．すなわち，1 棟あたり

の建築面積が大きく，空地率も高い市部では，

位置情報が 10m 程度ずれることの影響は無視

できるほどに小さい．一方，狭い範囲に防火構

造の異なる建物が乱立している区部では，平均

焼失棟数に 500 棟以上の差が生じるような管

轄も存在する．また，出火建物の位置情報誤

差が 65m の場合には，位置情報誤差がない場

合（case2）と比較して，1000 棟以上平均焼失

棟数が増加する可能性のある管轄も見受けられ

る（図 -6(b)）．このように，位置情報誤差の影

響の大きい区部では，入手した位置情報に，いっ

そう注意を払う必要がある．

4.2　平均延焼ポテンシャルの利用

　通報建物の位置情報に誤差を伴う場合への対

策として，通報建物を中心に半径 75m 注 3) 以内

に存在する建物の平均延焼ポテンシャル（平均

延焼ポテンシャル）に基づき出場先を決定した

場合（case4）の，焼失棟数低減効果の空間分

布（位置情報誤差：10m および 65m の例）を

図 -5　位置情報誤差を考慮した出場先決定

図 -6　位置情報誤差と平均焼失棟数

図 -7 に示してある．位置情報誤差が 10m 程度

の場合は，平均延焼ポテンシャルではなく，建

物単体の延焼ポテンシャルに基づき出場先を決

定した方が，ほとんどの管轄で最終的な焼失

棟数を低減できる可能性がある．図 -8(a) によ

ると，位置情報誤差が 20m 程度までであれば，

建物単体の延焼ポテンシャルに基づき行動した

場合（case3）の方が焼失棟数を低減できてい

る．つまり，出火建物の位置情報が住所等で正

確に把握可能な状況では，建物単体の延焼ポテ

ンシャルに基づき出場先を決定した方が，焼失

棟数を低減できる可能性が高い．しかし，位置

情報誤差が 65m 程度になると，平均延焼ポテ

ンシャルに基づき出場先を決定した方が，す

べての管轄で焼失棟数が少なく（図 -7），case3
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で特に焼失棟数の増加が大きかった 23 区西部

でも，500 棟以上の低減効果が期待できる．さ

らに，case3 では全体の約 20% の管轄（17 管

轄）で 1300 棟以上焼失するのに対し，平均延

焼ポテンシャルに基づき出場すると，1000 棟

程度にまで低減できる（図 -8(b)）．また，100m

程度の位置情報誤差があったとしても，平均延

焼ポテンシャルに基づき出場先を決定した場合

は，焼失棟数の増加が小さく，建物単体の延焼

ポテンシャルを用いる場合の半分程度に抑えら

れている．このことから，通報建物の位置情報

精度が低い場合は，平均延焼ポテンシャルに基

づき出場した方が，焼失棟数を低減できる可能

性が高い．

5. まとめ

　東京都全域の延焼ポテンシャルを推定し，消

防隊の出場先決定へ応用した．延焼ポテンシャ

ルの高い建物から順に出場すると，全体の約

50％の管轄で平均焼失棟数を 200 棟以下に抑え

られる可能性がある．しかし，通報された建物

と実際の出火建物の位置が 65m 程度ずれてい

た場合には，1000 棟以上平均焼失棟数が増加

する可能性もある．すなわち，通報建物が住所

等で特定可能な場合は，建物単体の延焼ポテン

シャルに基づき出場し，それ以外の場合は，平

均延焼ポテンシャルに基づき出場することが，

焼失棟数の低減に有効である．

図 -7　平均延焼ポテンシャルの効果

図 -8　位置情報誤差と出場先決定方法

報誤差は 100m 以上にはならないものとした．

注 3) 集計範囲を 25m，50m，75m と変化させ，最も位

置情報誤差の影響の少なかった 75m を採用した．
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